
令 和 ５ 年 度 

尼崎市モーターボート競走事業会計予算 





議案第１３号 

令和５年度尼崎市モーターボート競走事業会計予算 

（総 則） 

第１条 令和５年度尼崎市モーターボート競走事業会計の予算は、次に

定めるところによる。 

（業務の予定量） 

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。 

 年 間 開 催 日 数 130 日 

 １日平均舟券発売金額 416,038 千円 

 １日平均有料入場人員 1,888 人 

（収益的収入及び支出） 

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

収        入 

第１款 モーターボート競走事業収益 58,404,010 千円 

第１項 営 業 収 益 58,340,817 千円 

第２項 営 業 外 収 益 63,192 千円 

第３項 特 別 利 益 1 千円 

支        出 

第１款 モーターボート競走事業費用 56,067,119 千円 

第１項 営 業 費 用 55,697,726 千円 

第２項 営 業 外 費 用 359,392 千円 

第３項 特 別 損 失 1 千円 

第４項 予 備 費 10,000 千円 

（資本的収入及び支出） 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的

収入額が資本的支出額に対し不足する額 1,235,248 千円は、当年度分
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消費税及び地方消費税資本的収支調整額 98,253 千円、建設改良積立金

1,036,995 千円及び過年度分損益勘定留保資金 100,000 千円で補てん

するものとする。）。 

収        入 

第１款 モーターボート競走事業資本的収入 1 千円 

第１項 固定資産売却代 1 千円 

支        出 

第１款 モーターボート競走事業資本的支出 1,235,249 千円 

第１項 建 設 改 良 費 1,134,249 千円 

第２項 投 資 有 価 証 券 100,000 千円 

第３項 予 備 費 1,000 千円 

（債務負担行為） 

第５条 債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次

のとおりと定める。 

事    項 期   間 限 度 額 

設備総合管理業務委託 
令和６年度から 

  令和８年度まで 
324,840 千円 

施 設 警 備 業 務 委 託 
令和６年度から 

  令和７年度まで 
94,288 千円 

トータリゼータシステム 

更 新 業 務 委 託 
令和６年度 1,505,759 千円 

冷 温 水 発 生 装 置 等 

改 修 工 事 
令和６年度 257,092 千円 

（一時借入金） 

第６条 一時借入金の限度額は、500,000 千円と定める。 

（予定支出の各項の経費の金額の流用） 
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第７条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、

次のとおりと定める。 

 営業外費用に計上した消費税及び地方消費税に係る予算額に不足

を生じた場合における同一款内での各項間の流用 

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第８条 次に掲げる経費については、これらの経費の金額を、これらの

経費のうち他の経費の金額に、若しくはこれら以外の経費の金額に流

用し、又はこれら以外の経費をこれらの経費の金額に流用する場合は、

議会の議決を経なければならない。 

 職 員 給 与 費 663,406 千円 

 交 際 費 120 千円 

（重要な資産の取得及び処分） 

第９条 重要な資産の取得及び処分は、次のとおりとする。 

 取得する資産 

種 類 名 称 数 量 

投 資 有 価 証 券 国 債 等 一 式 

 処分する資産 

種 類 名 称 処分の態様 

投 資 有 価 証 券 国 債 等 売 払 い 

令和５年２月２２日提出 

               尼崎市長 松  本    眞 
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（単位　千円）

予 定 額

1
モーターボート
競走事業収益

58,404,010 

1 営 業 収 益 58,340,817 

1 開 催 収 益 54,084,978 舟券の発売収益

2 受 託 収 益 3,511,443 

3 その他営業収益 744,396 施設使用料等

2 営 業 外 収 益 63,192 

1
受 取 利 息
及 び 配 当 金

7,785 投資有価証券運用等利息

2 使 用 料 12,281 用地及び店舗貸付収入

3 長期前受金戻入 31,959 長期前受金の収益化額

4 雑 収 益 11,167 光熱水費実費弁償金等

3 特 別 利 益 1 

1 固定資産売却益 1 投資有価証券売却益

（単位　千円）

予 定 額

1
モーターボート
競走事業費用

56,067,119 

1 営 業 費 用 55,697,726 

1 開 催 費 51,090,465 

職 員 給 与 費 402,959 

払 戻 金 38,408,066 

返 還 金 2,575,473 

選 手 費 904,613 

広 告 宣 伝 費 619,364 

場間場外受託発売における他
の施行者からの受託収入

令和５年度尼崎市モーターボート競走事業会計予算実施計画

収益的収入及び支出

収          入

款 項 目 備          考

ボートレースの開催に要する
経費

一般職（会計年度任用職員
除く。)16人
会計年度任用職員 75人

支          出

款 項 目 備          考
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（単位　千円）

予 定 額

委 託 料 2,725,036 

賃 借 料 1,099,748 

負 担金、補助
及 び 交 付 金

4,300,052 

そ の他物件費 55,154 

2 競艇場管理費 994,749 

職 員 給 与 費 47,841 

備 消 耗 品 費 96,081 

光 熱 水 費 291,141 

委 託 料 497,472 

修 繕 費 33,774 

そ の他物件費 28,440 

3
場間場外発売
受 託 事 業 費

2,243,427 

職 員 給 与 費 3,171 

委 託 料 1,254,872 

賃 借 料 801,795 

負 担金、補助
及 び 交 付 金

135,421 

そ の他物件費 48,168 

4 総 係 費 243,799 

職 員 給 与 費 155,437 

負 担金、補助
及 び 交 付 金

59,360 

そ の他物件費 29,002 

5 減 価 償 却 費 799,952 固定資産の減価償却費

6 資 産 減 耗 費 325,334 

2 営 業 外 費 用 359,392 

1 繰 出 金 320,000 一般会計への繰出金

2
消 費 税 及 び
地 方 消 費 税

39,392 

3 特 別 損 失 1 

1 その他特別損失 1 

款

その他特別損失

事業活動の全般に関連する経
費

固定資産の除却に要する経費

項 目 備          考

消費税及び地方消費税納税額

ボートレース場の維持管理に
要する経費

他の施行者が開催する競走の
場外発売に要する経費

一般職（会計年度任用職員
除く。) 9人（ほか短時間勤
務職員 1人）
会計年度任用職員 1人

一般職（会計年度任用職員
除く。) 4人
会計年度任用職員 1人
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（単位　千円）

予 定 額

4 予 備 費 10,000 

1 予 備 費 10,000 予定外経費に充当する予備費

款 項 目 備          考
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（単位　千円）

予 定 額

1
モーターボート
競 走 事 業
資 本 的 収 入

1 

1 固定資産売却代 1 

1 固定資産売却代 1 投資有価証券売却代

（単位　千円）

予 定 額

1
モーターボート
競 走 事 業
資 本 的 支 出

1,235,249 

1 建 設 改 良 費 1,134,249 

1 改 良 事 業 費 55,173 改良事業に要する支出

職 員 給 与 費 53,998 

その他物件費 1,175 

2 営 業 設 備 費 1,079,076 施設改修費等

機械器具購入費 11,521 

船 舶 購 入 費 3,604 

施 設 費 1,063,951 

2 投資有価証券 100,000  

1 投資有価証券 100,000 

3 予 備 費 1,000 

1 予 備 費 1,000 予定外支出に充当する予備費

款 項 目 備          考

投資有価証券の取得に要する
支出

一般職（会計年度任用職員
除く。) 6人

支          出

資本的収入及び支出

収          入

款 項 目 備          考
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（単位  千円）

1　業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益 2,238,638

減価償却費 799,952

固定資産除却費 325,059

退職給付引当金の増減額（△は減少） 60,156

賞与引当金の増減額（△は減少） 1,417

法定福利費引当金の増減額（△は減少） 622

長期前受金戻入額 31,959△     

受取利息及び配当金 7,785△      

未収金の増減額（△は増加） 349,062△    

未払金の増減額（△は減少） 945,491

預り金の増減額（△は減少） 39,839

小計 4,022,368

利息及び配当金の受取額 7,785

業務活動によるキャッシュ・フロー 4,030,153

2　投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 1,036,996△  

投資有価証券の取得による支出 100,000△    

投資有価証券の売却による収入 1

投資活動によるキャッシュ・フロー 1,136,995△  

3　財務活動によるキャッシュ・フロー

一般会計への繰出金による支出 2,424,801△ 

財務活動によるキャッシュ・フロー 2,424,801△  

　 資金増減額 468,357

　 資金期首残高 11,603,528

　 資金期末残高 12,071,885

令和５年度尼崎市モーターボート競走事業予定キャッシュ・フロー計算書

（令和５年４月１日から令和６年３月31日まで）
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1 総 括

本年度

前年度

比 較

本年度

前年度

比 較

   (1) 会計年度任用職員以外の職員

給  与  費  明  細  書

区     分

職  員  数 給 与 費 法  定
合   計

特別職 一般職 報   酬 給   料 手   当 計 福利費

（人） （人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

35

前　年　度 0
(89)

195,355 127,732

（千円）

本　年　度 0
(78)

199,272 136,121 232,707 568,100 95,306 663,406

189,810 512,897 87,555 600,452
31

1,954 111 327

比 　較 0
(△ 11)

3,917 8,389 42,897 55,203 7,751

特 殊 勤 務

62,954
4

（注） １ （　）内には、短時間勤務職員について外書きしている。
　　　 ２ 「手当」には、賞与引当金繰入額及び退職給付引当金繰入額を含む。
　　　 ３ 「法定福利費」には、法定福利費引当金繰入額を含む。

手 当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

45

6,672 14,678 5,052 3,510 297手

当

の

内

訳

区 分
管理職 手当 扶 養 手 当 地 域 手 当 住 居 手 当 通 勤 手 当

3,633

252

0 1,200

3,633 5,472 12,724 4,941 3,183

区 分

時間外 勤務

（千円）

23,949 1,028 0 0 67,602

退 職 手 当
手 当 手 当 手 当 特別勤務手当 手 当

106,286

休 日 勤 務 夜 間 勤 務 管 理 職 員 期末・勤勉

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

4,789 △ 55 0 0 9,433 25,093

19,160 1,083 0 0 96,853 42,509

（注） １ 「期末・勤勉手当」には、賞与引当金繰入額を含む。
　　　 ２ 「退職手当」には、退職給付引当金繰入額を含む。

区     分

職  員  数 給 与 費 法  定
合   計

特別職 一般職 報   酬 給   料 手   当 計 福利費

（人） （人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

35

前　年　度 0
(1)

0 127,732

（千円）

本　年　度 0
(1)

0 136,121 188,810 324,931 53,433 378,364

42,806 51,195 6,271 57,466
4

（注） １ （　）内には、短時間勤務職員について外書きしている。
　　　 ２ 「手当」には、賞与引当金繰入額及び退職給付引当金繰入額を含む。
　　　 ３ 「法定福利費」には、法定福利費引当金繰入額を含む。

146,004 273,736 47,162 320,898
31

比 　較 0
(0)

0 8,389
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本年度

前年度

比 較

本年度

前年度

比 較

   (2) 会計年度任用職員

手

当

の

内

訳

区 分
管理職手当 扶 養 手 当 地 域 手 当 住 居 手 当

3,633 6,672 14,678 5,052

0 1,200 1,954 111

区 分

時間外 勤務 休 日 勤 務 夜 間 勤 務 管 理 職 員

4,789 △ 55 0 0

通 勤 手 当
特 殊 勤 務

手 当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

327 45

3,510 297

3,633 5,472 12,724 4,941 3,183 252

期 末・ 勤勉

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

23,949 1,028 0 0 62,389 67,602

退 職 手 当
手 当 手 当 手 当 特別勤務手当 手 当

9,342 25,093

19,160 1,083 0 0 53,047 42,509

福利費

（人） （千円） （千円） （千円） （千円）

（注） １ 「期末・勤勉手当」には、賞与引当金繰入額を含む。
　　　 ２ 「退職手当」には、退職給付引当金繰入額を含む。

区     分

職 員 数 給　　　　与　　　　費 法  定
合   計

一 般 職 報   酬 期末手当 計

（千円）

本　年　度
(77)

199,272 43,897 243,169 41,873 285,042
-

279,554
-

比 　較
(△ 11)

3,917 91 4,008 1,480 5,488
-

前　年　度
(88)

195,355 43,806 239,161 40,393

（注）  （　）内には、短時間勤務職員について外書きしている。

議13-10



2

区分 増 減 額

（千円） （千円）

給料 8,389 1

2

3

人 人 人

人 人 人

人 人 人

人

人

手当 42,897 1  期末・勤勉手当等

2  退職手当等

　(注）　備考欄中職員数の異動状況における（  )内には、短時間勤務職員について外書きしている。

3

   (1) 職員１人当たり給与

給料及び手当の増減額の明細

増 減 事 由 別 内 訳 説 明 備                      考

給 与 改 定 529  給与改定の状況

に 伴 う 増
 前年度

給与改定率      0.39%

減 分 ・ ・ 給与改定実施時期　R4.4.1

昇 給 に 伴 1,349  平均昇給率　1.71％

う 増 加 分

そ の 他 の 6,511 職 員 数 の  職員数の異動状況

　 本 年 度 32 3 35

(0人) (1人) (1人)

増 減 分 ・ 変 動 等 に (その他) （計）

伴うもの (0人) (1人) (1人)

4

 採用、退職の状況
（令和3.12.2～令和4.12.1）

採 用 者 0

前 年 度 30 1 31

(0人) (0人) (0人)

退 職 者 0

制 度 改 正 △ 641

に 伴 う 増

増 減 2 2

減 分 ・ ・

そ の 他 の 43,538

増 減 分 ・

職 員 数 の

変 動 等 に

伴うもの

令和３年12月１日
…………………・

現　　　　在

平 均 給 料 月 額 (円) 314,118 -

平 均 給 与 月 額 (円)

令和４年12月１日
…………………・

現　　　　在

平 均 給 料 月 額 (円) 312,811 338,100

平 均 給 与 月 額 (円) 426,216 425,269

平 均 年 齢

426,916 -

平 均 年 齢 (歳) 40.2 -

(歳) 40.2 49.1

給料及び手当の状況

区                       分 事務・技術職 技能労務職

現 に 在 職

する職員数
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   (2) 初  任  給

   (3) 級 別 職 員 数

''　 ''　 ''　 ''　

''　（6） ''　（6） ''　（6） ''　（6）

（級別の基準となる職務）

区 分

一 般 会 計 の 制 度

事務・技術職 技 能 労 務 職 行 政 職 技 能 労 務 職

（円） （円） （円）・ （円）・

高 校 卒 163,400 152,900 163,400 152,900

大 学 卒 193,100 － 193,100 －

（％）

令 和 … …
４ 年 12 月
１ 日 現 在

８ 級 0 0 －

区 分

事 務 ・ 技 術 職 技 能 労 務 職

職  員  数 構　成　比 職  員  数 構　成　比

（人） （％） （人）

－

７ 級 1 3.3 － －

６ 級 3 10.0 － －

５ 級 1 3.3 － －

４ 級 10 33.3 1 50.0

３ 級 3 10.0 1 50.0

２ 級 11 36.8 0 0

１ 級 1 3.3 0 0

計 30 100 2 100

令 和 … …
３ 年 12 月
１ 日 現 在

８ 級 0 0 － －

７ 級 1 3.3 － －

６ 級 4 13.3 － －

５ 級 2 6.7 － －

４ 級 8 26.7 0 0

３ 級 4 13.3 0 0

２ 級 9 30.0 0 0

１ 級 2 6.7 0 0

計 30 100 0 0

区 分 ８ 級 ７ 級 ６ 級 ５ 級 ４ 級 ３ 級

事務員
技術員

２ 級 １ 級

事 務 ・ 技 術 職 局次長 部 長 課 長
課 長
補 佐

係 長
主 任

主 事
技 師

書 記
技 手
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   (4) 昇  給

   (5) 特殊勤務手当

29 25 4

４号給（人）

６号給（人） 0 0 0

区　　　分 合　　計 事務・技術職 技能労務職

本

年

度

職 員 数 （Ａ）（人） 35 31 4

昇給に係る職員数 （Ｂ）（人）

８号給（人） 0 0 0

比率（Ｂ）／（Ａ）　　　（％） 82.9 80.6 100

号給数別内訳

２号給（人） 0 0 0

29 25 4

2

号給数別内訳

２号給（人） 0 0 0

４号給（人） 25 23 2

昇給に係る職員数 （Ｂ）（人） 25 23

６号給（人） 0 0

８号給（人） 0 0 0

750

比率（Ｂ）／（Ａ）　　　（％） 80.6 79.3 100

区      分 全 職 種 事務・技術職 技能労務職

前

年

度

職 員 数 （Ａ）（人） 31 29 2

0

750

代表的な特殊勤務手当の名称 　年末年始特別業務手当

給 料 総 額 に 対 す る 比 率 (％) 0.22 0.22 0.22

支 給 対 象 職 員 の 比 率
( 令 和 4 年 12 月 1 日 現 在 ) (％)

100 100 100

支 給 対 象 職 員 １ 人 当 た り
平 均 支 給 月 額 (円)

750
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   (6) 期末手当・勤勉手当

　(注)　(　)内には、再任用職員の標準的な支給率を記載している。

   (7) 定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

   (8) そ の 他 の 手 当

本 年 度
(1.150) (1.150) (2.300)

区 分
支 給 期 別 支 給 率 支給率計 職制上の段階、

職務の級等によ
る加算措置・・

備    考
６月（月分） 12月（月分） （月分）

有

2.200 2.200 4.400

2.200 2.200 4.400

前 年 度
(1.175) (1.175) (2.350)

有
2.225 2.225 4.450

一般会計の制度
(1.150) (1.150) (2.300)

有

備　考

支 給 率 等 24.586875 33.270750 47.709000 47.709000

応募認定退職
特例措置
（1年につき
3％以内）

区 分
20年勤続
の　　者
（月分）

25年勤続
の　　者
（月分）

35年勤続
の　　者
（月分）

最高限度
･････…･
（月分）

その他の
加    算
措 置 等

同 同 同

差 異 の 内 容

扶 養 手 当 同

区 分 一 般 会 計 の 制 度 と の 異 同

同
一般会計の制度
（ 支 給 率 等 ）

同

地 域 手 当 同

住 居 手 当 同

通 勤 手 当 同
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期 間 金 額 期 間 金 額 自 己 財 源

議決済分

競 技 エ リ ア
施 設 整 備 事 業

4,435,000 ― ― 

令和５年度
から
令和８年度
まで

4,435,000 4,435,000

令和５年度提出分

設備総合管理業務委託 324,840 ― ― 

令和６年度
から
令和８年度
まで

324,840 324,840

施 設 警 備 業 務 委 託 94,288 ― ― 

令和６年度
から
令和７年度
まで

94,288 94,288

トータリゼータシステム
更 新 業 務 委 託

1,505,759 ― ― 令和６年度 1,505,759 1,505,759

冷 温 水 発 生 装 置 等
改 修 工 事

257,092 ― ― 令和６年度 257,092 257,092

債務負担行為に関する調書

（単位：千円）

事 項 限 度 額

前 年 度 末 ま で の
支払義務発生(見込)額

当 該 年 度 以 降 の
支 払 義 務 発 生 予 定 額

左 の 財 源
内 訳
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（単位　千円）

1

(1)

ア 682,595

イ 19,083,055

12,590,055△ 6,493,000

ウ 4,187,623

2,200,781△  1,986,842

エ 612,736

428,242△    184,494

オ 2,904

2,759△      145

カ 21,916

13,635△     8,281

キ 2,491,728

1,993,454△  498,274

ク 683,589

10,537,220

(2)

ア 1,152

1,152

(3)

ア 1,399,998

1,399,998

11,938,370

2

(1) 12,071,885

(2) 896,044

1,074△    894,970

12,966,855

24,905,225

投 資 有 価 証 券

貸 倒 引 当 金

令和５年度尼崎市モーターボート競走事業予定貸借対照表

（令和６年３月31日）

資　　産　　の　　部

有 形 固 定 資 産

固 定 資 産

減 価 償 却 累 計 額

船 舶

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

投 資 そ の 他 の
資 産 合 計

減 価 償 却 累 計 額

建 物

土 地

工 具 、 器 具 及 び 備 品

構 築 物

無 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産 合 計

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額

車 両 運 搬 具

有 形 固 定 資 産 合 計

電 話 加 入 権

流 動 資 産

現 金 ・ 預 金

未 収 金

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

建 設 仮 勘 定

固 定 資 産 合 計

投 資 そ の 他 の 資 産
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3

(1)

ア 277,696

277,696

277,696

4

(1) 3,198,388

(2)

ア 20,079

イ 4,073

24,152

(3) 355,551

3,578,091

5

(1) 518,481

193,621△ 

324,860

4,180,647

6 8,716,276

7

(1)

ア 1,279,395

イ 2,086,987

ウ 8,641,920

12,008,302

12,008,302

20,724,578

24,905,225

負　　債　　の　　部

固 定 負 債 合 計

固 定 負 債

引 当 金

退 職 給 付 引 当 金

引 当 金 合 計

流 動 負 債

賞 与 引 当 金

法 定 福 利 費 引 当 金

未 払 金

引 当 金

引 当 金 合 計

預 り 金

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

長期前受金収益化累計額

資　　本　　の　　部

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

資 本 金

剰 余 金

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

利 益 剰 余 金

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

利 益 積 立 金

建 設 改 良 積 立 金

当 年 度 未 処 分
利 益 剰 余 金
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注 記

１  重要な会計方針

 (1) 有価証券の評価基準及び評価方法

ア　その他有価証券

　　時価評価による。

 (2) 固定資産の減価償却の方法

ア　有形固定資産

 (ｱ) 減価償却の方法

  定額法による。

 (ｲ) 主な耐用年数

  建物 3～50年 構築物 10～75年

  機械及び装置 5～17年 工具、器具及び備品 2～20年

イ  無形固定資産

 (ｱ) 減価償却の方法

  定額法による。

 (ｲ) 耐用年数

  ソフトウェア 5年

 (3) 引当金の計上方法

ア　退職給付引当金

職員の退職手当の支給に備えるため、年度末における退職手当の要支給額に相当する

　金額を計上している。

イ　賞与引当金

職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、年度末における支給見込額に基づ

　き、当該年度の負担に属する額を計上している。

ウ　法定福利費引当金

職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費の支出に備えるため、年度末における

　支給見込額に基づき、当該年度の負担に属する額を計上している。

エ　貸倒引当金

債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒懸念債権等特定の債権については個別

　に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上している。

 (4) 消費税及び地方消費税の会計処理

  消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

２  予定キャッシュ・フロー計算書等関連

 (1) 重要な非資金取引

  該当事項なし。

３  予定貸借対照表等関連　予定貸借対照表等関連

 (1) 引当金の目的使用による取崩しについて

ア　退職給付引当金

 令和４年度において、退職手当として19,737千円を支給するため、退職給付引当金

  19,737千円を取り崩す。
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 令和５年度において、退職手当として7,446千円を支給するため、退職給付引当金

  7,446千円を取り崩す。

イ　賞与引当金

 令和４年６月に、期末手当及び勤勉手当として27,044千円を支給するため、賞与引当

  金18,029千円を取り崩す。

 令和５年６月に、期末手当及び勤勉手当として31,813千円を支給するため、賞与引当

  金18,662千円を取り崩す。

ウ　法定福利費引当金

 令和４年６月に、期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費として5,494千円を支出す

  るため、法定福利費引当金3,663千円を取り崩す。

 令和５年６月に、期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費として6,075千円を支出す

  るため、法定福利費引当金3,451千円を取り崩す。

４  リース契約により使用する固定資産

 (1) リース会計に係る特例措置

　所有権移転外ファイナンス･リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準

じた会計処理によっている。

 (2) 未経過リース料相当額

ア　賃貸借処理を行っている所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る未経過リース

  料相当額

 (ｱ) 令和4年度末の未経過リース料相当額

  １年内

  １年超

 計

 (ｲ) 令和5年度末の未経過リース料相当額

  １年内

  １年超

 計

88,673千円 

230,455千円 

319,128千円 

209,579千円 

570,641千円 

780,220千円 
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（単位　千円）

1

(1) 64,731,461

(2) 4,178,144

(3) 685,351 69,594,956

2

(1) 60,640,895

(2) 878,337

(3) 2,383,822

(4) 237,301

(5) 933,162

(6) 26,706 65,100,223

4,494,733

3

(1) 5,645

(2) 10,142

(3) 24,771

(4) 7,538 48,096

4

(1) 320,000

(2) 1,098,028 1,418,028 1,369,932△ 

3,124,801

5

(1) 1 1

6

(1) 1 1 0

3,124,801

5,366,287

616,244

9,107,332

当 年 度 純 利 益

前年度繰越利益剰余金

そ の 他 未 処 分
利 益 剰 余 金 変 動 額

当年度未処分利益剰余金

そ の 他 営 業 収 益

長 期 前 受 金 戻 入

営 業 費 用

開 催 費

競 艇 場 管 理 費

場 間 場 外 発 売
受 託 事 業 費

総 係 費

減 価 償 却 費

資 産 減 耗 費

営 業 利 益

営 業 外 収 益

受取利息及び配当金

令和４年度尼崎市モーターボート競走事業予定損益計算書

（令和４年４月１日から令和５年３月31日まで）

営 業 収 益

開 催 収 益

受 託 収 益

そ の 他 特 別 損 失

使 用 料

雑 収 益

営 業 外 費 用

繰 出 金

雑 支 出

経 常 利 益

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益

特 別 損 失
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（単位　千円）

1

(1)

ア 682,595

イ 19,708,579

12,427,006△ 7,281,573

ウ 3,924,934

2,145,798△  1,779,136

エ 581,654

412,870△    168,784

オ 2,904

2,759△      145

カ 22,039

16,231△     5,808

キ 2,482,687

1,841,965△  640,722

ク 66,471

10,625,234

(2)

ア 1,152

1,152

(3)

ア 1,299,999

1,299,999

11,926,385

2

(1) 11,603,528

(2) 546,982

1,074△    545,908

12,149,436

24,075,821

投 資 そ の 他 の
資 産 合 計

資 産 合 計

流 動 資 産

現 金 ・ 預 金

未 収 金

流 動 資 産 合 計

貸 倒 引 当 金

令和４年度尼崎市モーターボート競走事業予定貸借対照表

（令和５年３月31日）

資　　産　　の　　部

減 価 償 却 累 計 額

有 形 固 定 資 産 合 計

電 話 加 入 権

減 価 償 却 累 計 額

船 舶

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

固 定 資 産 合 計

有 形 固 定 資 産

固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

投 資 有 価 証 券

建 物

土 地

工具、 器具 及び 備品

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額

車 両 運 搬 具

無 形 固 定 資 産 合 計

投 資 そ の 他 の 資 産

建 設 仮 勘 定
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3

(1)

ア 217,540

217,540

217,540

4

(1) 2,252,897

(2)

ア 18,662

イ 3,451

22,113

(3) 315,711

2,590,721

5

(1) 518,481

161,662△ 

356,819

3,165,080

6 8,100,032

7

(1)

ア 1,279,395

イ 2,423,982

ウ 9,107,332

12,810,709

12,810,709

20,910,741

24,075,821

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

利 益 剰 余 金

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

利 益 積 立 金

建 設 改 良 積 立 金

当 年 度 未 処 分
利 益 剰 余 金

資 本 金

剰 余 金

長 期 前 受 金

長期前受金収益化累計額

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

引 当 金 合 計

預 り 金

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益

賞 与 引 当 金

法 定 福 利 費 引 当 金

未 払 金

引 当 金

退 職 給 付 引 当 金

引 当 金 合 計

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債

固 定 負 債

引 当 金

資　　本　　の　　部

負　　債　　の　　部
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